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● 品質方針

● 品質保証体制

IATF16949 認証取得

● QC サークル活動

製品の安全 ・ 品質

製品の開発
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社  会 （1） SOCIETYSOCIETYSOCIETY

社　会

当社は、顧客満足達成のために継続的改善を続ける品質マネジメント
システム(QMS)を構築しています。
定例会・勉強会・内部監査の実践活動からPDCAを回して、基礎と
なる｢人財｣を「育成」し、HOWA QMSを支える「仕組みの構築」「コミュ
ニケーション活性化」の2本柱を軸に体制強化を図っています。

当社は、電動化や法規制強化（騒音、CO₂）、
自動運転/コネクテッド等の変化に加え、
カーボンニュートラルが加速する中において、
「5SENSES TECHNOLOGY」として５つの
技術ベクトルで「快適な車室内空間」を提供
していくことを目指しています。

特に、車室内外においての静粛性ニーズが変化していることに呼応し、当社が得意とする車両音響解析ソフトウェア
の開発により最適防音材を提案しています。
2021年9月には、お客様より開発および生産に多大に貢献したサプライヤ―へ贈られる「車外騒音規制対応アン
ダーカバー新基材開発」特別賞をいただきました。
将来の車外騒音規制対応を見据え、高い吸・遮音性能を有するアンダーカバーを低コストで短期開発した点に評
価をいただいています。
また、「新加飾」、「新表皮」、「新天井基材」の快適性・静粛性・デザイン性を兼ね備えた製品や、世界初の『抗ウイ
ルス・抗菌・消臭』機能を付与した表皮の開発を通して、快適・安全・安心な車内空間をお客様に提案し、自動車産
業の発展に貢献しています。

株式会社HOWAは、自動車産業の国際品質規格
「IATF16949」を取得しています。

当社はQC活動を積極的に推進しています。この活
動は、各部署の業務改善を全員参加で考え、推進す
るための効果的な活動と位置づけています。
また、継続的に活動を行うことで、企業体質の改善・
強化、スタッフの能力向上を図ることを目的としてい
ます。発表会では、役員全員が参加のもと、活動に
関する改善アドバイスや質疑応答が盛んに行われて
います。

一人ひとりが当事者意識を持ち、品質改善に取り組み『オールHOWAでOnly One品質』を実現する

全社一丸となって品質改善に努め、 世界トップレベルの顧客満足度 （CS） を実現する

1.Beauty Space Design （美空間）

２.Natural Sound Control （自然音空間）

３.Healthy Air Cabin （健康空気）

４.New Function （新機能）

５.New Material （新素材）

― 重点方針 ―

（1）法規 及び 顧客要求事項の拡大に対応した品質マネジメントシステムを確立する
（2）生準を通じて部門間が結束、高品質ＨＯＷＡブランドを提供し顧客の信頼を勝ち取る
（3）品質の原点に立ち返り、現場管理における基本を徹底する
（4）再発防止と横展開により未然防止の強化を図り、仕事の質向上から収益力の一躍を担う

行動のスピードを上げ、 一人ひとりが能動的に動く人づくり ・ 職場づくり

より良い製品を社会にいち早く創出するために、

開発中の技術について、関係部署からの意見を

早期に聞く場として社内展示会を開いています。

EVモーターやギア音に対する吸・遮音材を開発しています。

自動車の成形天井廃棄材を使用して、住宅メーカー向けの防音・断熱材「リサイクル吸・遮音断熱材」を開
発しました。

フェルトメーカーと協業で、日常の気になる雑音を吸収する「吸・遮音性能の高いパーテーション」を開発しまし
た。今後もフェルトを使用した新規ビジネスの展開を強化していきます。

■技術社内展示会の開催

■新規ビジネス
1. 電池メーカーとの絶縁シートとバッテリーカバービジネス

2. 耐火シート ・ 断熱バッテリーカバービジネス

3. e-Axle 向け防音部品の開発

4. 住宅メーカー向け防音 ・ 断熱材の開発

5. 吸音パーテーションボードの開発

2022 年度技術展示会［アイテム数：39］

（2023年4月時点）
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● お取引先への取組み

● 紛争鉱物

サプライチェーン

働き方
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社　会

鉱物資源の違法採掘や密輸は武装勢力の資金源になっていると言われており、そう
した可能性がある鉱物（紛争鉱物）に由来する金属の使用有無については調査報
告義務が米国で法制化されています。当社は、お客様の調達方針を共有し、お客様
が安心して製品をお使いいただけるよう、紛争鉱物の調査を実施しています。
お取引先の協力を得ながら、サプライチェーンをさかのぼり、紛争鉱物の使用状況を
確認しています。採掘場での児童労働などの社会問題もひきおこす懸念のある原材
料の使用を回避すべく、お客様やお取引先と連携して取り組んでいます。

当社は、下請代金支払遅延等防止法（下請法）などの法令遵守とお取引先を尊重し、公正、透明で誠実な取引を
遂行して共存共栄に努めています。
お取引先の健康経営への支援や、環境・社会面・労働安全衛生等を配慮することで、サプライチェーン全体で持続
可能な社会の実現に貢献していきます。

人権の尊重

当社は、さまざまなステークホルダーの人権について、従業員一人ひとりが意識を高く持ち、他者への尊厳を保ちな
がら企業活動を行っています。特に、強制労働・児童労働については、サプライチェーンとして取組みを行っており、
法律で定められた就業最低年齢を下回る年齢の児童を労働させたり、児童の健康・安全・道徳を損なうおそれのあ
る労働に従事させることは、当社のみならず、グループ各社やお取引先とも共同して防止を図るよう努めています。
児童労働は児童の権利や心身の発育等の観点から不適切であり、国内外の当社拠点における製品の製造過程
において、児童労働がなされることのないように周知しています。

● ハラスメント防止への具体的な取組み

従業員等の労働環境をよりよくし、各自の有する能力を最大限に発揮できるように、各種ハラスメントの予防に積極的に
取り組んでいます。取組みの一つとして、全役職員を対象として毎年定期的に開催しているコンプライアンス研修にお
いては、毎年必ずハラスメントに関する項目を取り上げて意識啓蒙を図っているほか、パワーハラスメント予防に特化した
研修も管理者向けに実施しています。また、ハラスメントに関して内部通報窓口に寄せられた相談に対しては、事実を
確認し、問題解決に取り組んでいます。

● 労使に関わる取組み

当社は労働組合と、会社の発展と組合員の労働条件の維持改善、健全な労使
関係を築くことを目的として、労働協約を締結しています。また、労使間の話し合い
の場を設定し、さまざまなテーマについて定期的に協議および意見交換を行って
います。

● ワークライフバランス社内制度

● 有給休暇の取得促進と残業時間の削減に向けて

年次有給休暇の取得促進に向けて、毎月取得状況をチェックし部門長にレポートしているほか、定期的に全社の
取得状況を社内に公表しています。労使を交えた取得促進についての話合いの場も設定しています。 
また、従業員が健康でいきいきと働ける職場を目指して、長時間労働の防止にも取り組んでいます。

「企業は人なり」の精神に立って会社を発展させ、社員と家族の幸福を実現することを
経営基本方針に掲げ、その実現に向けた取組みを展開しています。
具体的には、フレックスタイム制度や、法律で定める基準を上回る年次有給休暇制度
や育児関連諸制度、有給の介護休暇など介護関連諸制度を取り入れています。今後
も多様なライフスタイルを尊重し、全社員が職場とプライベート両面で充実感を得られ
るような環境整備を推進していきます。

従業員の健康

● 健康経営への取組み

健康経営の推進は、結果的に業績向上や組織としての価値向上へ繋がるという考えのもと、「健康経営」を推進し
ています。2021年7月に「健康宣言」を公表し、健康経営推進体制を整えました。各自が自身の健康に配慮する
ことはもとより、全社を挙げて社員の健康維持・増進に取り組み、意識を高めていくことで、今後の継続的で安定した
事業の発展を図ります。 

当社は車室内の快適空間を創造するとともに、車外騒音規制に対応した製品を追求し、明るく活気のある職場づくり
に努めます。元気な職場づくりには、社員一人ひとりの心と体の健康が最も重要と考えます。仕事のやりがい、人生の
生きがいは会社がもたらすところが大きいと感じます。社員がモチベーションを維持し、チャレンジする事が会社の成長
にもつながります。「社員の健康に満ちた笑顔と、活気ある元気な職場」の実現に向けて取組みを続けていきます。

2022年3月に初めて「健康経営優良法人（大規模法人
部門）」の認定を受けて以来、継続して健康維持・増進施
策の改善、向上に努めてまいりました。結果として2023
年3月には大規模法人部門での継続認定に加え、
グループ4社も認定されました。今年度からは経営トップを
責任者とした推進委員会を設置し、更なる施策強化に
努め、従業員の活力・生産向上を図っていきます。

● 育児休業と介護休業

育児休業制度および介護休業制度を導入しています。育児休業は1歳6カ月に満たな
い子と同居し、養育する人が取得できる制度で、男性も取得可能です。また、小学校を
卒業するまでの子を養育する従業員が当該子を養育するために申出した場合に、育児
短時間勤務も可能です。介護休業は要介護状態にある家族を介護する従業員が介
護を目的に取得できる制度です。また、介護短時間勤務も可能となっています。

■推進体制

社  会 （2） SOCIETYSOCIETYSOCIETY

― 健康宣言 ―

最高経営責任者：社長 「認定対象範囲」
「健康経営推進委員会」（4回/年 開催） ・本社　・東京支社
委員長(統括責任者)：副社長 ・磐田工場　・岡崎工場
推進責任者:安全衛生品質保証本部長 ・HOWA九州　・HOWA岐阜
委員会事務局：安全衛生部 ・HOWA栃木　・HOWA岩手
ワーキンググループ（1回/月 開催）

人事部 総務部 対象工場 安全衛生部
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● 定期健康診断

労働安全衛生
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社  会 （3） SOCIETYSOCIETYSOCIETY

社　会

人生100年時代、長く働き続けるためにも健康の維持はとても重要です。当社ではグループ企業も含め全従業員が
年1回健康診断を受診して自らの健康を管理できるよう助力しています。また、特定の年齢層を対象にがん検診をオ
プションで付加し、人間ドック受診希望者で特定の年齢層にあたる人には費用補助を行っています。

● 歯科検診

定期的に歯科健診を受けることは歯と口の健康のみならず全身の健康を維
持・増進させることにもつながっていきます。2020年から定期健康診断と
同様に歯科健診を毎年実施しています。

● 取締役の安全健康決意表明

毎年４月、安全衛生の基本理念と安全衛生方針である「安全と健康はみ
んなの責任である」「明るく楽しく、健康で災害の無い職場をつくり上げる」
を実現するために全取締役の思いを表明しています。髙田社長の「毎日安
全、心身ともに健康」を筆頭に各取締役の安全に対する強い思いが表れ
ています。

● 工場での安全衛生の取組み

安全衛生管理年間計画の作成、進捗確認、マネージメントレビューにより、
PDCAを実行しています。目標が達成できなかった内容は次年度に挽回する
目標を立てることとしています。安全最優先の風土づくりとして、生産課で月
1回安全専念時間を設定する他、小集団活動として、残留リスクやハザードの
定期確認、KYシート、入社2ヶ月後の安全意識テストなどを実施しています。

● ストレスチェックの実施

セルフケアのさらなる充実および働きやす
い職場環境の形成を目的に、労働安全
衛生法に基づき、ストレスチェックを毎年1
回行っています。Webによる受検後、スト
レス状況が表示され、各人別のアドバイス
などがWebサイトで確認できます。

● サプライチェーンに向けた健康サポート

サプライチェーン全体での健康維持・増進のために、仕入先へコロナウイルスの感染予防対策の周知依頼や、感染対策
の状況調査及び健康サポートを実施しています。

● 安全衛生

当社は労働安全衛生法に基づき各事業所に安全
衛生委員会を設置しています。安全パトロールや事
故を未然に防止するための啓蒙活動、健康維持増
進のための活動に日々取り組んでいます。

休業災害件数（件）

2022/3

2

4

3

2

1

0
0

2023/3

3

2021/32019/3

1 1

2020/3

（国内グループ全体）

■安全衛生推進体制

トップマネジメント（経営層）

総括安全衛生管理者
（安全衛生担当役員）

安全衛生責任者（事業所長）

安全管理者　衛生管理者　安全衛生推進者

中央安全衛生
委員会

安全の番人

安全の番人

事務局：安全衛生部

産業医

安全衛生委員会

● 安全道場

部署毎に安全教育計画を立案し、ルール再確認や過去災害の振り返り、新入
社員の導入教育を実施しています。挟まれ、巻き込まれの怖さを知ってもらうた
めに、治具装置を用いて疑似の手指を実際に挟ませ、どうなるかを体験しても
らうなど安全への意識を高めるための教育を実施しています。

メンタルケア・マネジメント
ストレスチェック実施率

2021

98%

96%

94%

92%

90%

88%

86%

84%
202220202018 2019

（国内グループ全体）

87.8%

92.9%

91.1% 90.9%

96.7%

定期健康診断受診率

精密検査受診率

100%

52.7%
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● リスクアセスメント 
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社  会 （4） SOCIETYSOCIETYSOCIETY

社　会

当社は労働安全衛生法に基づき３種類のリスクアセスメントを実施しています。
　①作業リスクアセスメント（定常作業/非定常作業）作業手順に沿った
　　内容でリスク評価を行っています。
　②設備リスクアセスメント   
　　新規設備導入時や設備改造、移設時にリスク評価を
　　行っています。　　　　　
　③化学物質リスクアセスメント   
　　化学物質の新規採用時にリスク評価を行っています。
要領書と手順書を整備し、グループ共通の活動として実施しています。年間の実施計画を安全衛生管理計画書に取り入
れ、実績を毎月の安全衛生委員会にて報告、共有しています。また、20２２年より更なる労働災害の未然防止として、過去
に発生した災害についてリスクアセスメントを行い、労働災害ゼロを目指した活動を実施しています。 

● シニア層の活躍

定年退職者が在職中に身につけたスキルやノウハウは貴重な財産であり、次世代にきちんと伝承していく必要があります。
こうした観点から当社は定年再雇用制度を導入しています。
退職前に、上長との面談で再雇用後の働き方について本人の希望を聞き、再雇用後にスムーズに業務に取り掛かること
ができるようにしています。毎年、働き方や業務内容を見直し、臨機応変に契約内容を見直すこともでき、業務での活躍ば
かりでなく、後進育成の一翼を担ってもらっています。2023年は、定年再雇用者の処遇改善も行いました。

● 火災防止への取組み

事業所ごとに防火管理要領を定め、火災から従業員の命と会社の資産を守り、地域やお客様に影響が及ばないように努
めています。防火管理者、火元責任者、自衛消防隊の役割を明確にし、消火設備の点検や従業員の遵守事項を定める
とともに、本要領に即った防災訓練を実施し、防火体制の強化を図っています。

● 障がい者の活躍

また、地元の高等特別支援学校と協議を重ね、同校の実習希望者を2022年6月から受け入れ、2023年4月に採
用しています。今後も、障がい者の方々の社会進出の一助となれるよう、働きやすい職場環境の整備に努めるとも
に、法定雇用率の安定的な達成に向けて採用活動に注力していきます。

当社は、CSR方針に人権や多様性の尊重を掲げており、様々な障がいをもった方々が働き
やすい職場環境づくり、生き生きと自立して働ける職場づくりに積極的に取り組んでいます。
この一環として、障がい者職業生活相談員を2名配置しています。採用活動についても、
地元ハローワークのご協力を頂きながら、積極的に行っています。

共に働く仲間として障がいのある方への理解を深め、「生き生
き」と「末永く」働いていける環境を構築したい、という想いから
新たに勉強会を実施しています。　
高等特別支援学校より、進路指導の先生を講師に招き、障が
いのある方に適した接し方、業務内容の伝え方など、一緒に仕
事をしていくために知っておくべきこと学んでいます。

「障害者雇用支援マーク」は、公益財団法人ソーシャルサービス協会が障がい者の就労支援
ならびに在宅障がい者就労支援を認めた企業・団体に付与するマークで、当社はこの認証を
取得しました。

ダイバーシティ

● グローバル人材、女性の活躍

当社は新卒、中途に関係なく、外国籍社員を積極的に採用しており、アジアをはじめ多くの外国籍社員が在籍し、各部門
で活躍しています。また、HOWAグループは海外に２３の拠点を有しており、多くの現地社員が活躍しています。グローバル
で事業を継続していくためには、多様な人材の起用は重要だと考えており、グローバル人材の育成に努めています。一方、
日本から海外現地法人に出向する社員に対しては、語学研修のほか、様々な赴任前教育を実施しています。通常の赴任
期間は３～５年ですが、本人の希望により赴任期間を延長するケースもあり、異国の文化や習慣の中で、大きなやりがいを
もって成長する社員も多くいます。
また、生産部門、技術部門、開発部門や管理部門など様々な分野に女性や外国人が従事しており、性別によらず活
躍できる環境づくりを推進しています。2023年は、インドネシアからの技能実習生として女性社員を受け入れ、働き
やすい環境づくりのために、女子更衣室の大幅なリフォームなども行いました。

■障がいのある方への理解を深める勉強会

■障害者雇用支援マークの取得

危険性
有害性

低減

除去

リスク
アセスメント

〈リスクアセスメント〉

29名2022年4月  35名2023年4月  

60歳以上在籍者数

13名2023年4月  
障がい者雇用人数
（重度障がい考慮後）

● 空調服の導入

当社では、従業員の熱中症の防止および安心安全
な労働環境づくりの一環として、小型ファンを内蔵し
た作業着（空調服）を導入しています。
この空調服は、ファンから服の中に外気が取り込ま
れることで汗を蒸発させ、身体を冷やす効果がありま
す。酷暑環境下での作業を行う者が利用できるよう
整備し、当社グループ全体で活用しています。
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● 研修について
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社  会 （5） SOCIETYSOCIETYSOCIETY

社　会

当社は階層別研修として、新入社員研修、中堅監督職研
修やリーダー研修、新任課長、部長、役員に向けたマネジメ
ント研修などを実施しています。新入社員研修では、社会人
としての基本姿勢を養うビジネスマナーから、新入社員が早
期に職場に馴染み、活躍するための業務説明や工場実習
を行っています。
中堅監督職（係長、工長）研修は、期待される役割の認識、
役割遂行に必要な知識・考え方の習得を目的として実施し
ています。リーダー（次長、課長）研修やマネジメント研修は、
次世代のリーダーを育成すべく、意識改革とマネジメント力
向上を目的に行っています。
上司、部下、関係部署からの多面評価を取り入れています
が、多面評価は「気づき」も多く有意義であり、他の階層の
研修でも実施すべく検討を行っています。
また、2021年度から若手社員や中堅社員が経営者の考え
を直接聞き、会社のビジョン、あるべき姿を捉えながら会社
への興味関心を高め、チャレンジ意識を育むことを目的とし
た「社長との交流会」がスタートしています。そのほか、工場
のリーダー育成を目的とする問題解決教育や、グローバル
で活躍できる人材の育成、安全、コンプライアンス、メンタ
ルヘルスなどの分野別の研修を定期的に行い、“人財”の
強化を図っています。

● 地域との交流

当社の工場では、地域との交流活動の一環として、地域
の方々を招いた工場見学会などを開催しています。2020
～2021年度はコロナ禍により、小学校への出張授業を
行う形式で、動画を使った当社の工場紹介や製造過程な
どを説明しました。
2022年度は、地元高校生を招いて、工場見学会を行い
ました。

また、工業団地内の清掃活動、交通安全市民運動などの
地域行事への参加や接面道路の定期パトロール、除草
や樹木の伐採なども引き続き行っています。2023年に本
社では、接面道路の歩行者や車との接触を未然に防ぐた
めに、ミラーやパトライトを設置し、地域住民との安全対策
を図っています。

● 安全 ・ 挨拶運動

毎年、厚生労働省より実施期間とされている７月の全国安全週間、１０月の全国衛生週間に
は、本社東門および近隣道路交差点にて従業員へ安全・挨拶の声掛けを行い、安全衛生意
識の向上・安全行動の促進を図っています。

地域社会への貢献

● 交通安全活動 （立哨活動）

毎月1回交通事故ゼロの日に合わせ、本社周辺の交通量の多い交差点で、
シートベルト装着やスマホながら運転防止の呼びかけ、歩行者への挨拶運
動を行っています。ドライバーの方々や歩行者の方々の安全意識向上とと
もに、参加者自身の意識向上に寄与するものとして実施しています。自動
車業界に属する企業として、従業員自身はもちろん家族、仲間から一人の
加害者も被害者も出さないという思いを込めて取り組んでいます。 

● 献血

当社は、毎年定期的に日本赤十字社の献血車に来社頂き、社員に呼びかけ、献血を行っていま
す。2020～22年度は、コロナ禍で献血活動に協力できませんでしたが、厚生労働省や日本赤十
字社の新型コロナウイルス感染症に関する献血受入れ条件を踏まえたうえで、献血活動の再開
を検討しています。

地域の小学生・高校生への工場見学会

小学生への動画授業・出張授業

工業団地内清掃活動

リーダー研修 社長との交流会：若手社員研修

■教育研修の体系

部長研修 拠点長
教育

赴任前教育
（スキル）

キャリアプラン面談、ローテーション

リーダー
研修

社長との交流会

内定者研修・入社研修

初級
コース

語
学
研
修

中堅監督職研修

自己啓発支援（通信教育、英会話教育）
基盤
づくり

フォローアップ研修
OJTトレーナー制度

（トレーナー研修、育成計画）

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

安
全

問題解決教育
〈工場部門〉

QCサークル
〈工場部門〉
〈本社部門〉

役員研修

新任課長研修

階層別 問題解決 Global人材育成 分野別

人材育成

● 人事制度 

自動車業界は１００年に一度の大変革期を迎えていますが、当社がこの
大変革期の中で持続的に成長するためには、人材育成が不可欠と考
えています。当社の人事制度は、「育成」、「評価」、「処遇」の３つの制
度で構成されており、これらが有機的に連携して良いサイクルを生み出
すことによって、効果的な人材育成に繋げています。中でも育成制度は、
階層別や分野別の教育・研修会、問題解決やグローバル人材育成など
の目的別教育を導入しており、人材育成には計画的にきめ細かく対応し
ています。

評価制度 処遇制度

育成制度

HOWA人事制度

■人事制度体系
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●当社の安定供給への取組み （BCP）

リスクマネジメント
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ガバナンス（1） GOVERNANCEGOVERNANCEGOVERNANCEGOVERNANCE

BCPとは、地震や火災など不測の事態が発生した際、社員の安全確保と製品供給を維持し、事業を継続することを
通して企業の社会的責任を果たしていくための計画を指します。

● 防災訓練の実施

当社は、今後発生が懸念されている南海トラフ大地震などの災害に備えて、防災訓
練を毎年実施しています。

・迅速な屋外への避難訓練、従業員の安否確認訓練
・消火器・消火栓、自家発電機、泡消火設備操作訓練
・通報訓練、AEDの使用訓練など
なお、煙道や地震の模擬体験を社員が実際に経験し、負傷者搬送用担架の使用
方法を学ぶなどの訓練を実施しています。
2022年度の訓練では、新たに各部署1名による構外避難場所の確認と避難経路
の確認を行いました。

また、通常の消火器操作訓練とは別に、技術部門のメンバー全員が消火器を操作
する訓練を5回に分けて実施し、自身の安全を確保しながら消火活動が行える火災
規模、使用した消火器の適切な対処方法を学びました。

●緊急事態認定基準に抵触する事象が発生もしくは発生する恐れが高くなった場合、事象の規模と影響範囲の
大きさから危険度区分を判定します。

●危険度のレベルに応じた対策本部を設置する方式を導入しています。
●危険度に応じて対策本部を構成する部署も予め定め、対策本部長が状況に応じて招聘する体制を構築し、緊急
連絡網も整備しています。

ガバナンス

●災害発生時に社員とその家族の安否を確認し、被害の状況を確認する安否確認システムをHOWAグループ全社
に導入しています。

●いつ災害が起きても社員が慌てることなく使用できるように、安否確認システムの使用訓練を定期的に行っています。
このシステムは、安全確認とともに事業を維持する陣容を確保するためにも重要なものとなっています。

社員の安全確認

●初動対応を迅速に行えるよう各拠点で自衛消防隊を組織し、連絡班､初期消火班や避難誘導班､応急救護班な
ど役割分担を予め定め、有事の際の体制を整えています。

火災発生時
● 緊急事態対応訓練の実施

IATF16949の求める緊急事態対応訓練を毎年行っています。
訓練は、①主要設備停止、②外製品仕入先の供給停止、③鋼製部材仕入先の供給停止、④災害及び設備インフラの
停止、⑤ITインフラの停止、⑥サイバー攻撃、⑦顧客への輸送管理について、社内規定に基づいて行います。
そのうちの一部の訓練として、2022年度は、①主要設備停止と④災害及び設備インフラの停止の訓練を合同で実施し
ました。
まず、地震発生後、従業員の安否確認を実施。従業員や家族に被害が無いことを確認し、その後の工場巡回を行う④の
災害及び設備インフラの停止の訓練。そして、地震の影響で設備の一部が落下、故障し、復旧の目途が立たない生産ラ
インがあるとの想定で行う①の主要設備停止訓練を一連の流れで行いました。
生産不能で顧客への納入に問題が生じた際に、生産代替案を検討し、対策を定めて顧客へ報告するまでの流れを確
認。国内全6工場も参加し、緊急時の早期復旧と対応について改善点の抽出と対策を行いました。

● 防災備蓄品の管理

災害時などでダメージを受けた設備の復旧要員や帰宅困難者のために、社内に長期保
存用の非常用食料、飲料水や毛布、災害救助用工具、発電機などを備えています。
有事の際、被害を最小限に抑え事業活動を継続するため日頃から整備に努めています。
また、屋外に防災品の保管庫を設け、毛布等の必要物資を保管し、災害に備えてい
ます。

● 情報セキュリティ

「機密管理規程」「機密保持テキスト」などを整備し、情報セキュリティ、機密管理につ
いて機密保持委員会を中心とした体制を敷いています。
また、昨今のサイバー攻撃に対処するため、ＡＩ挙動監視、生体認証、メールの検疫機能
などを採用し未知のウィルスにも対応することができるシステムを導入しています。
日本自動車工業会（JAMA）および日本自動車部品工業会（JAPIA）が共同で発行し
た「自工会/部工会サイバーセキュリティガイドラインV2.0」に則り、ＩＣカードによる機密
エリアへの入退場管理、機密情報の管理手法、取引先との機密保持契約など様々な
ルールを定め的確な運用に努めています。
標的型攻撃メールへの対応訓練を定期的に実施して、従業員のセキュリティ意識向上
に取り組む一方ガイドラインへの準拠の度合いを毎年自己評価で測り、継続的なレベ
ルアップを目指しています。
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● コンプライアンス周知に向けた取組み

コンプライアンス

3433

ガバナンス（2） GOVERNANCEGOVERNANCEGOVERNANCEGOVERNANCE

当社は倫理規程を制定し、当社役職員が遵守に努めなければならない内容を定め、啓蒙活動を継続しています。各
部門長を倫理、法令等遵守の責任者とし、所属員へのコンプライアンスに関する指導を行う体制をとっています。
加えて、コンプライアンス研修を毎年継続し、役職員へのコンプライアンス意識の浸透・定着に努めています。
このマニュアルは毎年内容を見直し、法令や社会情勢に沿った最新の内容を社内で共有しています。
また、コンプライアンスについて考える機会を設けるため、社員に対して法令改正情報や事例などをまとめた文書を
定期的に配布しています。社内報では、社内規程の改定や社会情勢についてのタイムリーな記事を掲載し、これら
を通じてコンプライアンスについて学び、考えることができる体制を整えています。
なお、当社は反社会的勢力との関係断絶のため、法令および行政機関等の指導に従い、反社会的勢力の排除に
関する覚書を取引先と取り交わしています。

● コンプライアンス研修

コンプライアンス研修は、HOWAグループに所属する全役職員を対象とし、
コンプライアンスの重要性、遵守すべき法令等の説明を毎年実施しています。
当社グループでは、コンプライアンスに基づいた業務を行うため、国内向けの
研修においては、全従業員向けの一般的な研修と、一定の事項を深く講義
する専門的な研修を用意しています。
一般的な研修は、全従業員が受講するものであることをふまえ、動画や事例
を用いるなど分かりやすさを重視した内容としています。ハラスメントに関する
ことは毎年研修内容に含んでおり、ハラスメント予防に積極的に取り組んで
います。また、当社において重要な法令と位置付けている下請法についても、当社における相談事例を用いて、下請
法についての基本的な考え方や、どうすればよいのかという点について重点的に講義しています。
専門的な研修は、過去に「パワーハラスメント」や「契約」について実施しています。この研修では、法律の内容から
丁寧に説明し、業務にどのような意味があるのか、どのように対応しなければならないのか、を深く具体的に講義する
ものです。対象者は、研修の内容に関係する者から選抜して実施しています。

ガバナンス

● 汚職 ・ 贈収賄防止

当社は倫理規程において、取引業者との公正取引を定め、癒着の禁止、業務上の利害関係者への経済的利益および
便宜等の供与や収受の禁止を定め、汚職や贈収賄の禁止を徹底しています。

● 個人情報保護

個人情報の適切な取扱いを図り、個人の利益を保護するために「個人情報取扱規程」を定めています。お客様やお取引先
の方 な々どの個人情報を厳正に取り扱うためにプライバシーポリシー（個人情報保護方針）をホームページで公開し、役職員
一同がこれを遵守し、お客様からお預かりする個人情報の保護に万全を尽くしています。

【発         行】 2023年9月
【対 象 期 間】 2022年4月1日から2023年3月31日まで。
　　　　　　  ただし、一部の記載は当該期間前後の活動内容を含みます。　　　　　
【問い合わせ先】 総務部 法務・CSR推進課

あとがき

993名コンプライアンス研修
受講者数

（2022年度・国内グループ全体）

「CSRレポート2023」をお読みいただき、ありがとうございました。このレポートは、HOWAグループのCSR活
動をご紹介するレポートとして編集しています。日本と世界各地のHOWAグループ各社を報告対象としていま
すが、個々の報告項目によりその範囲は異なります。
なお、このレポートには当社の将来に向けての方針や考え方も含まれますが、これらは当社が現時点で収集可
能な情報から判断した事項です。実績は異なる可能性があります。

● 内部通報制度

法令違反や社内不正、社内規程に違反する行為やこれらが疑われる行為に関する相談、通報窓口として、コンプ
ライアンス相談窓口を設けています。
社内と社外に窓口をそれぞれ設置し、通報専用のメールアドレスや郵送先を設定、社外窓口は弁護士としており、
通報者や相談者のプライバシーが保護され、相談しやすい環境を整えています。

制度概要

6件内部通報件数
（2022年度・国内グループ全体）

社　長

担当取締役

コンプライアンス相談窓口
社内窓口

社外窓口
（法律事務所） 関連部署

従
業
員

外
部
弁
護
士

報告・回答

協力・連携 協力・連携

協
力
・
連
携

報告

報告
相談・連絡

報告・回答

相談・連絡
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